
公  告 

 

次のとおり、契約の相手方を公募します。 

 

令和 3 年 12 月 28 日 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

兵庫支部契約担当役支部長 齊藤 正博 

 

１ 公募内容 

（１）事 業 名  （兵庫職業能力開発促進センター）令和４～６年度食堂運営業務  

（２）事業の趣旨  兵庫職業能力開発促進センターにおける食堂運営業務 

（３）事業の内容  公募説明書のとおり 

 

２ 公募の参加に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、

同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）令和4年1月17日現在において、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構より競争参加資格

の停止措置を受けている者でないこと。 

（４）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が定める「反社会的勢力への対応に関する規程」第

２条に規定する暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼ

うゴロ、特殊知能暴力集団等、その他暴力、威力及び詐欺的手法を用いて経済的利益を得ようとする

集団又は個人に該当する者でないこと。 

（５）令和4年1月17日現在において、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）及び労働安全衛生法（昭和４

７年法律第５７号)その他の労働関係法令に違反したことにより監督官庁から過去３か月以内に処分を受

けた者、同法令違反容疑で有罪判決を宣告され刑の執行中（執行猶予の場合は執行猶予期間経過中）

の者、又は同法令違反容疑で逮捕勾留、書類送検若しくは起訴されている者でないこと。 

（６）仕様書に示す事項について、同等の履行実績を有するものであること。 

 

３  公募説明書交付日時及び場所 

（１）日時 

  令和3年12月28日(火)から令和4年1月17日(月)まで 

  土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前9時から正午まで及び午後1時から午後5時までの間 

（２）場所及び問い合わせ先 

①交付及び問い合わせ先 

     〒661-0045  兵庫県尼崎市武庫豊町3-1-50 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

              兵庫支部 総務課経理係  TEL06-6431-7276 

②交付 

 ・加古川訓練センター 経理担当 



 

  （加古川市東神吉町升田1688-1 TEL079-431-2516） 

 ・港湾職業能力開発短期大学校神戸校 経理担当 

  （神戸市中央区港島8-11-4 TEL078-303-7325） 

 

（３）公募説明書交付方法  

本公告の日から下記５の（1）意思表示期限までの間に、以下のいずれかの方法により交付を行う。  

 イ ホームページからのダウンロード 

公募説明書等は、本公告を掲載するホームページ（https://www.jeed.go.jp/location/shibu/hyogo/

chotatsu.html）にパスワードを設定し掲載するので、公募説明書等受領希望者は、下記のとおりパスワー

ド発行依頼の電子メールを送信すること。 

宛先：hyogo-keiri@jeed.go.jp 

件名：公募説明書交付依頼「（兵庫職業能力開発促進センター）令和４～６年度食堂運営業務」 

本文記載事項：会社名、担当者名、郵便番号、住所、電話番号及びＦＡＸ番号 

なお、電子メール送信後２日以内（土日祝日を除く）にパスワード交付に係る電子メールの受信が確認

できない場合は、上記３の（２）まで連絡すること。 

 ロ 手交 

 

４ 公募に係る説明会 

  開催しない。 

 

５ 公募内容等の条件を満たす旨の意思表示 

  この公募内容等の条件を満たしている者で、契約を希望する者は、以下により意思表示を行うこと。 

（１）意思表示期限  令和4年1月17日(月)  16時00分まで 

（２）意思表示先   兵庫支部 総務課経理係 

（３）意思表示方法  持参又は郵送 

   ※郵送の場合は、封筒の表に「公募書類在中」の旨を記入し、上記（２）あて書留郵便等で送付するこ

と。なお、上記（１）の期限までに到着しないものは無効となること。 

（４）意思表示様式 別に定める様式による。 

 

６ その他 

  公募の結果、応募の意思表示のあった事業者が複数の場合には、公告を行い一般競争入札を行うもの

とする。 

独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２

２年１２月７日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を有する法人と契約をする場合には、

当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況について情報を公開するなどの取組を

進めるとされているところです。 

これに基づき、当機構との関係に係る情報を当機構のホームページで公表することとしますので、所

要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締結を行って

いただくよう御理解と御協力をお願いいたします。 

なお、案件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって同意されたものとみなさせていただきます

ので、ご了知願います。 

 


